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伊豆大島漁業協同組合及び八丈島漁業協同組合 

 

第１ 監 査 の 目 的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付等の財政

援助を行っている団体に対して、財政援助に係る事業が、その目的に沿って適正に執行されてい

るか、監査を実施した。 

 

第２ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

 （１）事 業 の 概 要 

伊豆大島漁業協同組合（設立：平成１５年７月）及び八丈島漁業協同組合（設立：平成１３

年６月）（以下「組合」という。）は、水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）に基

づき、組合員の経済的社会的地位の向上と漁業の生産力の増進を図ることを目的として、主と

して次の事業を行っている。 

   ア 組合員の事業又は生活に必要な共同利用に関する施設の設置 

   イ  組合員の漁獲物その他生産物の運搬、加工、保管又は販売 

 （２）都 と の 関 係 

都は、組合が行う事業に対し、表１のとおり、補助金を交付している。 
 

（表１）補助金の交付状況等                          （単位：千円） 

伊豆大島漁業協同組合 八丈島漁業協同組合 
事 業 名 

平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 
対象事業等の内容

サメ被害防除
対策事業費補
助金 

０ １，０４０ １，５００ １，５００ 
組合が行うサメ被
害防除対策事業に
要する経費 

 

２ 組   織 

 （１）伊豆大島漁業協同組合 

組合は、事務所を大島町波浮港１番に置き、役員１４名（代表理事組合長１名、副組合長１

名、理事１０名、監事２名）（全員非常勤）及び職員１０名で構成されている。 

 （２）八丈島漁業協同組合 

組合は、事務所を八丈町三根４，２０６番に置き、役員１５名（代表理事１名、副代表理事

１名、理事１０名、監事３名）（全員非常勤）及び職員１９名で構成されている。 
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第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監 査 の 範 囲 

   平成１８年度及び平成１９年度の補助事業について実施した。 

 ２ 実地監査期間 

 （１）産業労働局 

   平成２０年５月２２日 

 （２）伊豆大島漁業協同組合 

    平成２０年６月２０日 

 （３）八丈島漁業協同組合 

    平成２０年５月３０日 

 

第４ 監 査 の 結 果 

 １ 事業実績について 

平成１８年度及び平成１９年度における補助事業の実績は、表２及び表３のとおりであり、 

事業は補助目的に沿って適正に執行されているものと認められる。 

 

（表２）サメ被害防除対策事業実績（伊豆大島漁業協同組合）        （単位：千円） 
年  度 実施回数 参加隻数 駆除尾数 補助対象事業費 補助金額 

平成１９年度 ２ ５９ ２ １，３８７ １，０４０

  （注）補助率は、補助対象事業費の４分の３である。 

 

（表３）サメ被害防除対策事業実績（八丈島漁業協同組合）         （単位：千円） 
年  度 実施回数 参加隻数 駆除尾数 補助対象事業費 補助金額 

平成１８年度 ２７ ５８ ３７ ２，０５５ １，５００

平成１９年度 ２１ ５８ ２９ ２，０５８ １，５００

  （注）補助率は、補助対象事業費の４分の３である。 




